
公益財団法人
文化財保護・芸術研究助成財団

独立行政法人

国立文化財機構

文化財・美術関係団体

被災地各県教育委員会

現地本部

レスキュー隊

被災文化財等救援委員会
（事務局：東京文化財研究所）

一般社団法人文化財保存修復学会／日本文化財科学会
独立行政法人国立美術館

独立行政法人国立科学博物館／全国科学博物館協議会
大学共同利用機関法人人間文化研究機構

国立国会図書館
財団法人日本博物館協会／全国美術館会議
全国歴史資料保存利用機関連絡協議会

全国大学博物館学講座協議会
文化財救援ネットワーク

協力要請
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東日本大震災及び熊本地震等への対応

◇ 東日本大震災への対応 ◇
東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業（文化財レスキュー事業）

実 施 主 体

文化庁 寄附金・義援金

助成協力
要請

協力

協力要請
人材派遣
資材供給

地元市町村
（状況に応じ、地元県教
委・現地本部が協力）

救援要請職員派遣 呼びかけ

支援要請 職員
所有者等

立ち会い
青森県/岩手県/宮城県/福島県/茨城県/その他

一時保管
協力依頼 職員派遣等

各都道府県教育委員会

協力要請
博物館施設等



熊本県教育委員会

九州救援対策本部
（事務局：九州国立博物館

ネットワーク推進室）

所有者等

熊本県内市町村

レスキュー活動
被災状況調査

救出（応急処置・一時保管）

（
）
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うたつぎょりゅうかん

にいはりきゅうこかん

文化財レスキュー事業の成果

（平成２５年３月末現在）

○参加者数：延べ６，８１１人
○寄附金額：延べ３２６，１５８千円
○主なレスキュー活動実施箇所：
・宮城県 石巻文化センター、歌津魚竜館 ほか
・岩手県 陸前高田市立博物館、大船渡市立博物館 ほか
・福島県 須賀川市長沼収蔵庫 ほか
・茨城県 新治汲古館 ほか

熊本県被災文化財救援事業（文化財レスキュー事業）

公益財団法人
文化庁 協力要請 文化財保護・芸術研究助成財団

（文化財等災害 寄附金・義援金
対策委員会） 実 施 主 体 助成

連携国立文化財機構 人材派遣等
（文化財防災ネットワーク推進本部）

文化遺産防災ネットワーク協力 協力
推進会議参画団体

熊本県

支援要請 各地史料ネット

熊本県博物館
ネットワークセンター 各分野専門家

熊本県博物館協議会 レスキュー活動
熊本県被災史料ネットワーク 等 被災状況調査

人材派遣等救出（応急処置・一時保管）

協力 呼びかけ
派遣 職員派遣等要請

災害時 救出
応援協定 立ち会い

一時保管依頼九州山口ミュージアム連携九州各県知事部局・教育委員会
「みんまも」事業参加団体

協力依頼
各都道府県教育委員会

協力要請協力要請
博物館施設等



●燻蒸、真空凍結乾燥●修理（脱塩、汚泥の除去）

汚泥や塩水等、これまでに
経験のない修理作業に直面

●汚染物質の計測、分析

東松島市埋蔵文化財収蔵庫
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（28年度予算額 ２３３百万円）
被災ミュージアム再興事業 29年度予算額 ２０４百万円

― 美術館・博物館の再興を通じた 心の復興 ―

■東日本大震災からの復興の基本方針（平成23年7月29日、東日本大震災復興対策本部）1. 事業概要
５ 復興施策＞（２）地域における暮らしの再生＞⑤文化・スポーツの振興
（ⅰ）「地域のたから」である文化財や歴史資料の修理・修復を進めるとともに、伝統行事や方言の再興等を支援する。

また、被災した博物館･美術館･図書館等の再建を支援する。

東日本 ■事業目的
大震災

東日本大震災により被災した美術館・博物

館の再興を図ることにより、東日本大震災か

らの復興に資することを目的とする。

■補助対象事業

被災資料を修理するための事業

2. 修理作業の例 ■補助事業者

東日本大震災に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律（平成２３年法

律第４０号）第２条第２項に規定する特定被災

地方公共団体である市町村を管轄する道県。

■補助金額

補助対象経費の５０％

美術館・博物館における機能･役割の回復、再興した美術館・博物館への返却

独立行政法人 国立文化財機構
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博物館・学芸員



博物館
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7,000
5,6906,000

5,000
3,7044,000

※博物館の数は、登3,000
録博物館、博物館相
当施設、博物館類似2,000
施設の合計

1,000
0

）

博物館数の推移

（館

（資料）社会教育調査

博物館の入館者数の推移

（単位：千人）

※入館者数は、登録博物館、博物館相当施設、博物館類似施設の合計 （出典）文部科学省社会教育調査報告書



元年 ６年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

社会教育費

うち博物館費

（出典）地方教育費調査報告書

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成元年 平成６年 平成11年 平成16年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

社会教育費の推移（うち博物館費）

収蔵庫

電気・配管等の設備

空調設備

展示室

92 43 36 87
201

433
577

192
26 400

200
400
600
800

11.2%
7.5%

6.4% 3.9%

状況

建物・設備とも新しく,リニューアルの必要はない

建物・設備ともリニューアルは既に完了

建物・設備ともリニューアルが必要である

建物はリニューアルの必要はないが,設備はリニューアルが
必要
設備はリニューアルの必要はないが,建物はリニューアルが
必要

以前 － － － － － － － － 無回答

全体 5.3% 2.5% 2.1% 5.0% 11.6% 25.1% 33.4% 11.1% 1.5% 2.3%
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社会教育費の推移（うち博物館費）

（百万円）

単位：百万円

美術館・博物館の現状

○竣工から、20年～30年経過する博物館は全体の６割近くに達し、施設の改修は喫緊の課題。
○展示室や収蔵庫、設備等、作品の展示に直結する施設・設備の改修に対するニーズが高まっている。

公立美術館・歴史博物館等における主たる建物の建築年
1980～1999年建築

館
の施設は全体の
58.5％にも及ぶ

（参考）
「Museum Date」（丹青社）によると、美術
館・歴史博物館の改修は2011年度：59
件、2012年度：68件、2013年度：68件。
（国立、私立を含む）

各自治体のＨＰから、美術館・博物館の大
N 1925 1926 1949 1950 1959 1960 1969 1970 1979 1980 1989 1990 1999 2000 2009 2010

規模改修費は約25億円。
1,727

公立美術館・歴史博物館等の建物・設備の
リニューアルが必要な施設・設備

※複数回答リニューアルの対応
建物・設備いずれか，も
しくは両方のリニューア
ルが必要な館は約７割に1.8% 及ぶ（1,225／1,727館）

バリアフリー・ユニバーサル化

24.2% 事務室

作品の展示に直教育普及事業用施設
結する施設・設44.9%

研究室 備のリニューア
ルが必要ミュージアム・ショップ、レストラン,カフェ

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

（出典）公益財団法人日本博物館協会「日本の博物館総合調査報告書」（2017.3）
※公益財団法人日本博物館協会により，全国の4,045 館を対象に,平成25 年12 月1 日を調査基準日に実施（回答数：2,258館。うち、公立館：1,727館）。
※博物館種（総合（4.8%），郷土（12.6%），美術（20.9%），歴史（46.4%），自然史（4.1%），理工（4.6%），動物園（1.9%），水族館（2.3%），植物園（1.8%），動水植物園
（0.5%））全てを含む。【（）内は回答数2,258館の回答比率】

11 16 21 22 23 24 25 26 27

17,520 27,103 25,609 21,383 17,291 16,409 15,743 15,533 16,028 16,298 16,141

1,673 3,203 2,792 2,136 1,732 1,664 1,492 1,465 1,436 1,342 1,477



0.0

1.0

0

100

200

300

14 17 20 23 27

公立美術館

学芸員数 施設数 1館あたりの学芸員数

3.1 3.1 
2.9 2.7 2.6 

0.0

1.0

2.0

3.0

0

200

400

600

800

14 17 20 23 27

公立歴史博物館

学芸員数 施設数 1館あたりの学芸員数

展示コーナーの
解説パネル

英語 全て表示：
15.5％

一部表示：
28.7％

中国語 全て表示：2.5％

一部表示：4.7％

韓国語 全て表示：2.8％

一部表示：5.6％

美術館 博物館

予算に余裕がなく、十分な
多言語対応が行えない

64.6％ 48.2％

外国語に対応できる人材が
十分にいない

47.9％ 56.4％

専門的な用語や内容を正し
く翻訳できる体制がなかな
かとれない

43.8％ 49.1％

4
23

58
68
69

93
97
98
110

143

0 40 80 120 160

その他
館内ガイドツアー

音声ガイド・ＰＤＡ等
解説シート

展示ガイドブック
展示資料のタイトルや解説の表記

外国語対応スタッフの配置
展示コーナーの趣旨や概要等の解説文

ホームページ
館内の案内表示

整備の必要性を感じる外国人対応

（人）
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美術館・博物館の現状

○公立美術館・歴史博物館数及び学芸員数は増加しているが、公立歴史博物館１館あたりの学芸員数は減少している。
○多言語化への対応等については専門性が必要とされている業務が多い。

1館あたりの学芸
員数は減少。 美術館・博物館における多言語対応の状況

（人・館） （人・館）（人） （人）

1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 

（出典）（公財）東京都歴史文化財団「文化施設の多言語化に係る調
査報告書」（2016.3）
※一都三県（東京、埼玉、千葉、神奈川）の公立、私立の登録博物
館・博物館相当施設、公開承認施設、博物館類似施設等が対象（美

（出典）文部科学省「社会教育調査」 術館62館、博物館129館）。

美術館・博物館における多言語対応の状況

多言語化への
対応には、専
門性が必要な
業務が多い

（出典）観光庁「博物館等の文化施設における外国人旅行者の受入に関する調査業務報告書」（2012.3）
※全国の国立（8.8％）、公立（72.7％）、私立（18.5％）、の博物館（総合（12.1％）、美術（41.5％）、歴史（32.4％）、自然科学（7.9％）、動・水・植（3.9％）その他（2.1％））を対象

学芸員の推移

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000 （注）学芸員数は、博物館登
録施設、博物館相当施設及
び博物館類似施設の学芸3,000
員の合計。

2,000

1,000

0

（資料）社会教育調査

7,821

3,711



高校

・学士の学位を有する
・大学で所定の科目を修得

・大学に２年以上在学
・大学で所定の科目を含め６
２単位以上修得

学芸員補 など（３年）

学芸員資格
認定試験

学芸員となる資格を取得

博物館などで勤務

・

・

「文

・

識

目

内

期
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学芸員になるためのプロセス

博物館の管理・運営に関する研修

従来の博物館

○専門的な調査研究の場 ○資料の収集・保管が中心 ○貸し館としての展示会場

「文化審議会文化政策部会」 『審議経過報告』（平成２２年６月７日）の提言

「アートマネジメントに関する人材の育成を図るとともに、それらの人材が活躍できる場の増加を図ることが重要である。」

「学校教育における博物館活用の促進や鑑賞教育の充実を図るため、各博物館において学芸員や教育担当専門職員（エデュケーター）の配置を

促進するとともに、国においては研修制度の充実を図ることが求められる。」

化芸術の振興に関する基本的な方針（第３次基本方針）」（平成23年2月8日閣議決定）
「美術館、博物館等の質の高い活動を支える人材を確保するため、学芸員や教育普及等を担う専門職員の研修の充実を図る。また、美術館博物館等の管理

運営や美術作品等の保存・修復、履歴の管理等を担う専門職員を養成するための研修の充実を図る。」

ミュージアム・マネジメント研修ミュージアム・エデュケーター研修

目 的：博物館の管理運営において必要な経済性と芸術性双方の的：博物館において教育普及を専門的に担当する

専門的知識を有する人材の育成学芸員の育成

内 容：美術館・歴史博物館の企画及び管理運営に必要な専門的知容：教育普及事業の企画・運営、教育プログラムや鑑賞教材の

及び博物館を取り巻く社会動向について研修開発等に必要な資質・能力を養う研修

期 間：３日間間：年２回 計５日間

これからの博物館

博物館 学校
『博物館の望ましい姿』（(財)日本博物館協会、平成１５年３月）
・社会的な使命を明確に示し、人々に開かれた運営を行う（マネジメント） 地域社会
・社会から託された資料を探求し、次世代に伝える（コレクション）

・知的な刺激や楽しみを人びとと分かちあい、新しい価値を創造する
国際社会

（コミュニケーション）

○観光・地域振興の拠点等、地域に開かれた役割を果たすことを期待



「明日の日本を支える観光ビジョン」において掲げられた「文化財の観光資源
としての開花」を実現するため、文化財の活用を担いうる人材の育成が必要。
各種研修・オンライン講座の新規開設等により人材育成を推進。

これまで保存に関する知識や問題意識が先行していた文化財担当者にも観光活
用の視点を持ってもらうことにより、

を育成し、 を形成。

これまで観光の視点が必ずしも強くはなかった博物館
学芸員専門講座・博物館長研修に新規で講義を追加。
その他各種講座においても観光の視点を強化。

自治体の 、 、
、 等に対し、文化財を活用した観

光振興等に対する講義を実施（新規）

文化財を活用した観光拠点形成のために必要な視
点や体制等の
を作成し、ウェブで配信。（新規・約2000人受講）

3月1日開講！
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博物館学芸員専門講座・博物館長研修について
博物館学芸員専門講座 博物館長研修

１．趣旨 １．趣旨
学芸員として必要な高度かつ専門的な知識・技術に関する研修を行い、 新任の博物館長に対し、博物館の管理・運営、サービスに関する専門
都道府県・指定都市等での指導的立場になりうる学芸員としての力量を 知識や、博物館を取り巻く社会の動向などについて研修を行い、博物館
高める。 運営の責任者としての力量を高める。
２．主催・開催日数等 ２．主催・開催日数等
主催：文部科学省、国立教育政策研究所（社会教育実践研究センター） 主催：文部科学省、国立教育政策研究所（社会教育実践研究センター）
開催日数：３日間 頻度：毎年１回 定員：50人 開催日数：３日間 頻度：毎年１回 定員：50人
３．対象 ３．対象
学芸員の資格を有している者で、都道府県・指定都市教育委員会及 都道府県・指定都市教育委員会及び関係独立行政法人等が推薦する
び関係独立行政法人等が推進する次の者 次の者
（１）登録博物館、博物館相当施設又は博物館類似施設に勤務する学芸 （１）主として登録博物館、博物館相当施設又は博物館類似施設の館

員若しくは同等の職務を行う職員で、勤務経験がおおむね７年以 長・副館長に就任し2年未満の者
上で指導的立場にある者 （２）上記（１）と同等の職務を行うと主催者が認めた者

（２）上記（１）と同等の職務を行うと主催者が認めた者

根拠法令
○博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）抄
（学芸員及び学芸員補の研修）
第七条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、学芸員及び学芸員補に対し、その資質の向上のために必要な研修を行うよう

努めるものとする。

研修方法・主な内容（例） 現場での動きを加速
すべく、観光庁の協力講義（新設）基調講演 シンポジウム
により、文化財を活用

「2019年ＩＣＯＭ京都大会に 「人口減少の時代の博物 した観光振興に関する
向けた博物館の国際発信」 館と観光について」 講座を新設

「文化財を活用した
在外派遣報告講義 観光振興について」

「情報発信やネットワークを （観光庁と協力）「地域から世界を見据えた
めぐる海外の動向と日本で博物館の情報発信力の強
の応用について」化に向けて」

文化財の保存と活用に関する人材育成

○文化財を中核とした観光拠点形成に向けた○ 文化財を活用した観光振興等に対する研修 オンライン講座の実施
若手文化財担当者 民俗文化財担当者

学芸員 博物館長 ポイントを分かりやすく紹介する動画

講義（新設）

「文化財を活用した
観光振興について」
（観光庁と協力）

適切な保存を基盤としつつ積極的な活用
を図れる人材 持続可能な保存・活用のサイクル
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オンライン講座 文化財を中核とした観光拠点形成
平成２９年３月３１日まで開講中！

http://gacco.org/bunka/

☑ 文化財を活用した観光拠点形成のために必要な視点や体制等のポイントを
分かりやすく紹介

☑ どなたでも無料で受講可能。受講受け付けは３月２２日（水）まで

Week 文化財を中核としたまちづくり

1-1：このコースの趣旨・全体像
1-2：基調講座：文化財を中核とした観光まちづくり戦略
1-3：地域の魅力を一体的に捉え「物語」とするには
1-4：いかにして地域をまきこみ計画を立てるか
1-5：文化財のマネージメント～史跡等の例を中心に～
1-6：歴史都市金沢のまちづくり～半世紀の歩み～
1-7：文化財保護と親和性の高い観光地としての仕組みづくり（1）
1-8：文化財保護と親和性の高い観光地としての仕組みづくり（2）

Week 実践・事例編
2-1：文化財の保存と活用の均衡（白川村交通対策を事例として）
2-2：宿場町における観光客との交流～小さなムラ役場の役割～
2-3：ヘリテージマネージャーの育成
2-4：インターネット時代に文化財を中核とした観光地をどのように情報発信し
ていくか

2-5：観光マーケティングの導入事例 地域の巻き込み方と商品化
2-6：近年の訪日外国人の動向と観光施策メニュー紹介（観光庁）
2-7：文化庁施策の動向と平成２９年度予算について

【講師】（講義順、敬称略）
東京大学教授 西村幸夫
公益社団法人日本観光振興協会 総合調査研究所特別研究員 丁野朗
文化庁記念物課文化財調査官 中井將胤
金沢市歴史都市推進課主査 福塚正浩
株式会社JTB総合研究所主任研究員 河野まゆ子
白川村教育委員会事務局 文化財係主査 松本継太
公益財団法人妻籠を愛する会 常務理事 藤原義則
兵庫県教育委員会事務局参事 村上裕道
株式会社博報堂テーマビジネス開発局シニアアカウントディレクター 大羽昭仁
イデアパートナーズ株式会社代表取締役、NPO法人イデア九州・アジア理事長 井手修身
観光庁観光地域振興部観光資源課長 蔵持京治
文化庁文化財部伝統文化課


